
令和７年度 長野県農業再生協議会（担い手・農地部会） 事業計画 

１  地域計画の推進 

昨年度に作成された地域計画の実施１年目に向けた関係機関・団体の取組を支援するとともに、優良事例

の横展開、関係機関・団体との情報共有・連携を進める。 

（１）地域計画の実行等への支援 

ア 地域計画に係る研修会の開催 5月 

   イ 地区別検討会の実施  7月～10月 

   ウ 流動化検討会の開催（地域計画の推進状況等検討）  隔月 

   エ 地域計画の調査分析による支援。7月～2月 

（２）優良事例紹介、情報共有・連携強化 

ア 「担い手・農地だより」発行   2回（8・2月）：メール配信 

イ  ホームページを活用した情報発信  通年 

  

２ 中核的経営体等の確保・育成・経営力向上支援 

 県が設置する農業経営・就農支援センター（以下「県センター」）の伴走機関として、農業経営の法人化 

 や経営継承など農業者の経営実態や発展段階に応じた課題を解決する農業経営者サポート事業の実施を

支援する。また、認定農業者や集落営農組織などの中核的経営体の経営力の向上、農福連携等による多様

な人材の農業就労への取組や女性農業者の事業発展活動を支援し、地域農業の活力向上を図る。 

（１）農業経営の改善・発展支援  

ア 県経営支援センターの構成員及び農業経営サポート事業の受託者として事業を実施。4月～(随時) 

イ 農業経営戦略会議への参加   4月～(随時) 

 

（２）地域の実情に沿った経営体の育成支援 

ア 集落営農経営発展支援研修会の開催（法人化促進、経営安定対策）  11月 

 

イ 農業経営管理能力向上セミナーの開催（財務・税務、労務管理等）    2回  

   

（３）雇用人材の確保支援（農業労働力確保支援） 

農福連携推進研修会の開催  10月 

   

（４）女性農業者の経営力向上支援 

女性農業者活動支援事業の実施（農業女子経営力アップ支援事業） 8グループ 

 

３  農地の有効活用の推進 

 農地中間管理事業の活用による中核的経営体への農地の集積・集約化の推進、多様な主体による農地 

利用及び遊休農地の発生防止や再生・活用など農地利用の最適化に向けた活動を推進する。 

（１）中核的経営体への農地の集積・集約化支援 

    農地流動化検討会の開催（情報共有、関連事業の調整等）  隔月 

（２）農地利用の最適化支援 

ア 遊休農地の発生防止や再生・活用活動の実施(遊休農地解消月間の設定)     

イ 農地利用最適化推進研修会の開催   2月   

 

４ 収入減少影響緩和交付金の農業者積立金の管理   通年 


